
Ⅴ 介護予防支援

１　指定基準等

＜事業者指定＞
介護予防支援事業所の開設に当たり、介護保険法に基づく事業者指定を受けなければならない。

(介護保険法第58条第1項)　「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援
等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」(平成18年3月14日厚生労働省令第
37号、以下指定基準という)には、①基本方針、②人員基準、③運営基準が、事業目的を達成する
ために必要最低限度の基準として定められている。

指定に当たり、上記①～③のすべてを満たす必要がある。例えば、人員基準を満たしていても、
運営基準を満たしていない場合には指定を受けることはできない。

なお、介護予防支援事業者については、居宅サービスと同様に、指定基準をすべて満たさない
場合でも、市町の判断によって、基準該当サービスとして認められることがある。

＜基準の性格＞

１　基準は、事業所がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、介護
予防支援事業者は基準を充足することで足りるとすることなく常に事業の運営の向上に努
めなければならない。

２　指定基準の基本方針、人員基準、運営基準について満たさない場合には指定又は更新を受けられ
ず、また、基準に違反することが明らかになった場合には、①相当の期限を定めて基準を遵守する
よう勧告が行われ、②相当の期限内に勧告に従わなかったときには、事業者名、勧告に至った経緯、
当該勧告に対する対応等が公表され、③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったと
きは、相当の期限を定めて当該勧告に係る措置をとるよう命令することができる。
ただし、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公表しなければならない。なお、
③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取り消しを行う前に相当の期間を定
めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明
した場合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停止させる）ができる。

　ただし、次の場合には基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、指定の全部
若しくは一部の停止又は直ちに取り消すことができる。
①　事業者及びその従業者が介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に特定の介護予
　防サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償として、当該介護予防サービス事業
　者等から金品その他の財産上の利益を収受したとき、その他自己の利益を図るために基準に違反
　したとき
②　利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき
③　その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき

３　運営に関する基準に従って事業の運営をすることができなくなったことを理由として指定が取り
消され、法に定める期間の経過後に再度当該事業者から指定の申請がなされた場合には、当該事
業者が運営に関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、その改善状
況等が十分に確認されない限り指定を行わないものとする。

４　基準違反に対しては、厳正に対応すべきであること。 
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介護予防支援は、地域包括支援センターが、指定介護予防支援事業者として指定を受けて行う業務とされて

います。次頁からの基準等は、指定介護予防支援の基準であり、地域包括支援センター設置運営の基準等と

は、異なります。
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指定介護予防支援事業等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準について（平成18年厚生労働省令第37号）

〈基本方針〉　基準第１条の２

１　利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことのできるように

配慮して行われるものでなければならない。

２　利用者の心身の状況やその置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に

提供されるよう配慮しなければならない。

３　利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指

定介護予防サービス等が特定の種類又は特定の介護予防サービス事業者に不当に偏す

ることがないよう公正中立に介護予防支援の提供を行わなければならない。

４　市町村、地域包括支援センター、老人介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、

他の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、指定特定相談支援事業者等との連携に努

めなければならない。

5 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、

研修を実施する等の措置を講じなければならない。

6 指定介護予防支援を提供するに当たっては、法第１１２条の２第１項に規定する介護保険関連情報

その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。

〈人員に関する基準〉　基準第２、３条

指定介護予防支援事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供

従業者の員数 に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有

（基準第２条） する職員（担当職員※）を置かなければならない。

※　担当職員とは

①　保健師

②　介護支援専門員

③　社会福祉士

④　経験のある看護師

⑤　高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福

　　祉主事

指定介護予防支援事業所ごとに常勤※の管理者を置かなければならない。
管理者 管理者は専らその業務に従事する者※でなければならない。ただし、

（基準第３条） 指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防

支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者であ

る地域包括支援センターの業務に従事することができる。

※　「常勤」とは

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定介護予防支援以外の事業を行ってい

る場合は、当該事業に従事している時間を含む）が、当該事業所において定められている常勤

の従事者が勤務すべき時間数（週３２時間を下回る場合は週３２時間を基本とする。）に達し

ていることを言う。ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律第１３条第１項に位置する措置（以下「母性健康管理措置」という。）または育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「育児・介護休業法」

という。）第２３条第１項、同条第３項又は同法第２４条に規定する所定労働時間の短縮等

の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられて

いる者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的
に常勤の従事者が勤務すべき時間を３０時間と取り扱うことが可能。なお、同一事業者によって
当該事業所に併設される事業所の職務と、当該事業所の職務が同時並行的に行われることが差し
支えない場合には、その勤務時間が常勤の従事者が勤務すべき時間に達していれば、常勤の要件

を満たすものとする。

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法第６５条に規定
する休業（以下「産前産後休業」という。）。母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条
第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）。同法第２号に規定する介護休業
（以下「介護休業」という。）、同法第２３条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は
同法第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定により同行大２号に規定する育児休業
に関する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得
中の機関において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤
の従事者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。

※　「専らその職務に従事する」とは
原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいう。
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〈運営に関する基準〉　基準第４条～第３１条

介護保険等関連 《基準解釈》

情報の活用と 指定介護予防支援を行うに当たっては、介護保険法第１１８条の２第１項に規定

ＰＤＣＡサイクル する介護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進

の推進について することにより、提供するサービスの質の向上に努めなければならないこととした

（基準第１条の２ ものである。

①　あらかじめ利用申込者又は家族に、運営規程の概要等サービス選択

内容及び手続 に関係する重要事項（※）を記した文書を交付して説明し、同意を得た

の説明と同意 上で、介護予防支援の提供を開始する。

（基準第４条） ②　利用者は複数の指定介護予防サービス事業所等を紹介するよう求め

ることができること等につき説明を行い、理解を得なければならない。

 また、介護予防サービス計画原案に位置付けたサービス事業者等の選定

理由の説明を求めることが可能であること等についても十分説明を行い、

理解が得られるよう利用申込者又はその家族には文書の交付に加えて口

頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、それを理解したことについて必

ず利用申込者から署名を得なければならない。

③　指定介護予防支援の提供の開始に際し、利用者について、病院又は

診療所に入院する必要が生じた場合には、当該利用者に係る介護支援専

門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければ

ならない。

※重要事項とは、(1)指定介護予防支援事業所の運営規程の概要、
（２）担当職員の勤務の体制、(３)秘密の保持、(４)事故発生時の
対応、（５）苦情処理の体制など、利用申込者がサービスを選択す
るために必要な事項をいう。

正当な理由なく指定介護予防支援の提供を拒んではならない。

事業実施地域等の関係で適切な提供が困難な場合、他事業者の紹介そ

の他、必要な措置を講じなければならない。

被保険者証によって、被保険者資格、要支援認定の有無及び有効期間

を確かめるものとする。

①被保険者の要支援認定に係る申請について、利用申込者の意思を踏まえ

必要な協力を行わなければならない。

②指定介護予防支援の提供の開始に際し、要支援認定を受けていない利用申込者

については、要支援認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行わ

れていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われ

るよう必要な援助を行わなければならない。

③要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者の要支援認定の有効期間の満

了日の３０日前には行われるよう必要な援助を行わなければならない。

身分を証する証書や名刺等を携行し、初回訪問時及び利用者又はその

家族から求められたときは、これを提示しなければならない。

指定介護予防支援を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料と、
介護予防サービス計画費の額との間に、不合理な差額が生じないように
しなければならない。
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提供拒否の禁止
(基準第５条)

　サービス提供
　困難時の対応
　　（基準第６条）

   利用料等の受領
 　（基準第１０条）

第６項）

　受給資格等の
　確認
　　（基準第７条）

   要支援認定の
   申請に係る援助
 　（基準第８条）

   身分を証する
   書類の携行
 　（基準第９条）



提供した指定介護予防支援について前条の利用料の支払を受けた場合
には、当該利用料の額等を記載した指定介護予防支援提供証明書を利用
者に対して交付しなければならない。

指定介護予防支援事業者は、指定居宅介護支援事業者に介護予防支援業務の一部を
委託する場合には、以下に掲げる事項を遵守しなければならない。

指定介護予防 (１)委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包括支援センター
支援の業務委託 　運営協議会の議を経なければならない。
（基準第１２条） (２）委託に当たっては、適切かつ効率的に指定介護予防支援の業務が実施できるよ

　う委託する業務の範囲や業務量について配慮すること。
(３)委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に関する知識及び
　能力を有する介護支援専門員が従事する事業者でなければならない。
(４)委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務を実施する
　介護支援専門員が、第１条の２、この章及び第４章の規定を順守するよう措置させ
　なければならないこと。

①　指定介護予防支援事業者は、公正で中立性の高い事業運営を行う必要

があり、業務の一部を委託する際には公正中立性を確保するため、その

指定を受けた地域包括支援センターの地域包括支援センター運営協議会

の議を経る必要がある。

②　指定介護予防支援事業者が業務の一部を委託をする場合には、基準第

３０条第七号に規定するアセスメント業務や介護予防サービス計画の

作成業務等が一体的に行えるよう配慮しなければならない。

また、受託する指定居宅介護支援事業者が本来行うべき指定居宅介護支援

の業務の適正な実施に影響を及ぼすことのないよう、委託する業務の範囲

及び業務量について十分に配慮しなければならない。

③　指定介護予防支援事業者が業務の一部を委託をする居宅介護支援事業者

は、都道府県が実施する研修を受講する等介護予防支援業務に関する必要

な知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する事業者である必要がある。

なお、委託を行ったとしても、指定介護予防支援に係る責任主体は指定介護予防

 支援事業者である。指定介護予防支援事業者は、委託を受けた指定居宅介護支援

 事業所が介護予防サービス計画原案を作成した際には、当該介護予防サービス計画

 原案が適切に作成されているか、内容が妥当か等について確認を行うこと、委託を

 受けた指定居宅介護支援事業者が評価を行った際には、当該評価の内容について

 確認を行い、今後の方針等について必要な援助・指導を行うことが必要である。

 また、指定介護予防支援事業者は、委託を行った指定居宅介護支援事業所との

  関係等について利用者に誤解のないよう説明しなければならない。

①毎月市町村・国保連に、介護予防サービス計画に位置付けられている

法定代理受領サービスや基準該当介護予防サービスに関する情報を文書

 で報告する。

②特例介護予防サービス費の支給に係る事務に必要な情報を記載した
文書を、市町村（当該事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合
にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提出しなければなら
ない。

利用者が要介護認定をうけた場合や利用者から申し出があった場合に、
直近の介護予防サービス計画等の書類を利用者に交付する。

利用者が正当な理由なく指示に従わず、要支援状態等の程度を悪化さ
せた時や不正な受給がある時等は、意見を付け市町村に通知する。

（１）管理者は、次のことを一元的に行う。

① 事業所の担当職員、その他の従業者の管理
② 利用の申込みに係る調整

③ 業務の実施状況の把握

④ その他の管理

（２）管理者は担当職員その他の従業者に運営基準の各規程を遵守さ
せるための必要な指揮命令を行う。
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   保険給付の請求
   のための証明書
   の交付
 　（基準第１１条）

   法定代理受領
   サービスに係る

   報告
 　（基準第１３条）

   管理者の責務
   （基準第１６条）

  利用者に対する介
  護予防サービス計
  画等の書類の交付
 　（基準第１４条）

  利用者に関する
  市町村への通知
 　（基準第１５条）



介護予防支援事業所ごとに、運営規程として次の事項を定める。
①事業の目的及び運営の方針
②職員の職種、員数及び職務内容
③営業日及び営業時間
④指定介護予防支援の提供方法、内容(利用者の相談を受ける場所、

課題分析の手順等)及び利用料その他の費用の額
⑤通常の事業の実施地域
⑥虐待の防止のための措置に関する事項
⑦その他運営に関する重要事項
※⑥については令和６年３月３１日まで努力義務。令和６年４月１日より義務化。

1．職員の員数は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、

規定を定めるに当たっては、基準において置くべきとされている員数を満たす

範囲において、「○人以上」と記載することも可能。

2. 指定介護予防支援の提供方法及び内容については、利用者の相談を受ける場所、

課題分析の手順等を記載するものとする。

3. 通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとする。

4. 虐待の防止のための措置については、虐待の防止に係る、組織内の体制

（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる

事案が発生した場合の対応方法等を指す内容であること。

（１）事業者は、事業所ごとに原則として月ごとの勤務表を作成し、担当
職員については、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との
兼務関係を明確にする。

（２）事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当該指定介護予防支援
事業所の担当職員によって指定介護予防支援の業務を提供しなけれ
ばならない。ただし、担当職員の補助の業務についてはこの限りで
ない。

（３）指定介護予防支援事業者は、担当職員の資質の向上のために、その
研修の機会を確保する。

（４）指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保
する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係
を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの
により担当職員の就業環境が害されることを防止するための方針の
明確化等の必要な措置を講じなければならない。

1．事業所は、事業所ごとに原則として月ごとの勤務表を作成し、担当職員につ
いては、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係を明確にする。
2．事業所は、担当職員の資質向上のために、その研修の機会を確保する。
※第４項の基準解釈については、全サービス共通事項を参照。

（１）指定介護予防支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、
業務継続計画の 利用者のためのに対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施する

ための及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下
（基準第１８条の 「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に伴い

必要な措置を講じなければならない。
（２）指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について

周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければな
らない。

（３）指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、
必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。

※全サービス共通事項を参照。
※令和６年３月３１日までは努力義務。（令和６年４月１日より義務化）

事業に必要な広さの区画を有し、指定介護予防支援の提供に必要な設備
及び備品等を備えなければならない。

① 事業を行うために必要な面積がある専用の事務室が望ましい。
他事業と同一の事務室であっても、明確に区分される場合は差し支
えない。

② 事務室には、相談、サービス担当者会議等に対応するのに適切なス
ペースを確保する。また、相談のためのスペース等は利用者が直接
出入りできるなど利用しやすい構造とすること。

③ 指定介護予防支援に必要な設備及び備品等を確保する。ただし、同
一事業所内の他の事業と共有しても運営に支障がない場合はその備
品を使用できる。

指定介護予防支援事業者は、担当職員の清潔の保持及び健康の状態につ
いて必要な管理を行わなければならない。
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策定等

２）

 
   設備及び備品等
   （基準第１９条）

 
  従業者の健康管理
  （基準第２０条）

 
   運営規程
   （基準第１７条）

 
   勤務体制の確保
   （基準第１８条）



感染症の予防 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所において感染症
及びまん延の が発生し、又はまん延しないように、以下の措置を講じなければならない。
防止のための
措置 （１）当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止
（基準第２０条 のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器
の２） （以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができる

ものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果
について、担当職員に周知徹底を図ること。

（２）当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止
のための指針を整備すること。

（３）当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染症の
予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。

※全サービス共通事項を参照。
※令和６年３月３１日までは努力義務。（令和６年４月１日より義務化）

（１）指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やすい場所
に運営規程の概要、担当職員の勤務体制そのほかの利用申込者のサービス
選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

（２）指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該
　 指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由

に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。

1.基準第２２条第１項は、基準第４条の規定により介護予防支援の提供開始時に運営
規程の概要、介護支援専門員の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供
するサービスの第三者評価の自紙状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施し
た評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると
認められる重要事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同意を得るこ
ととしていることに加え、指定介護予防支援事業所への当該重要事項の掲示を義務付け
ることにより、サービス提供が開始された後、継続的にサービスが行われている段階に
おいても利用者の保護を図る趣旨であるが、次に掲げる点に留意する。

イ　事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、
利用者又はその家族に対して見やすい場所のことである。

ロ　介護支援専門員の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の
人数を掲示する趣旨であり、介護支援専門員の氏名まで掲示することを求める
ものではない。

2.指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定居宅介護
支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、
同項の規定による掲示に代えることができる。

（１）担当職員その他の従業者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用
者や家族の秘密を漏らしてはならない。

（２）事業者は、担当職員その他の従業者であった者が、正当な理由がなく、
その業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、
必要な措置を講じなければならない。

（３）担当職員は、サービス担当者会議等において個人情報を用いる場合
はあらかじめ文書により利用者や家族から同意を得なければならない。

指定介護予防支援事業所について広告をする場合においては、その内容
が虚偽又は誇大なものであってはならない。

（１）事業者・管理者は、担当職員に(担当職員は利用者に)対して特定事
業者等によるサ-ビスを位置付けるべき(利用すべき)旨の指示等を行
ってはならない。

（２）介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の
介護予防サービス事業者等によるサービスを利用すべき旨の掲示等を
行ってはならない。

（３）特定事業者等のサービス利用の対償として、その特定事業者から金品
等を受けとってはならない。
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  介護予防サービス
  事業者等からの利
  益収受の禁止等
 （基準第２４条）

 
   掲示
   （基準第２１条）

 
   秘密保持
   （基準第２２条）

 
   広告
   （基準第２３条）



（１）利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければな
らない。

（２）前項の苦情を受け付けた場合は、当該の内容等を記録しなければな
らない。

（３）市町村からの文書提出等の求めに応じ、その指導・助言に従って必
要な改善を行わなければならない。

（４）市町村からの求めがあった場合には、前項の改善内容を市町村に報
告しなければならない。

（５）介護予防サービス計画に位置付けた介護予防サービスについて利用
者が国保連に苦情の申立てを行う場合、利用者に対して必要な援助
を行わなければならない。

（６）苦情に関する国保連の調査に協力し、その指導・助言に従って必要
な改善を行わなければならない。

（７）国保連からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国保連に
報告しなければならない。

（１）事業者は、介護予防支援の提供により事故が発生した場合には速や
かに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を
講じなければならない。

（２）また、事故の状況及び採った処置について記録しておくこと。
（３）事業者は、介護予防支援の提供により賠償すべき事故が発生した場

合には、損害賠償を速やかに行う。

指定介護予防支援事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の
虐待の防止 各号に掲げる措置を講じなければならない。
（基準２６条の
２） （１）当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等の活用可）を定期的に開催するとともに、
その結果について、担当職員に周知徹底を図ること。

（２）当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針の整備
すること。

（３）当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防止
のためのる研修を定期的に実施（年２回以上）する。

（４）虐待を防止するための体制として、（１）～（３）に掲げる措置を
適切に実施するための担当者を置くこと。

※全サービス共通事項を参照。
※令和６年３月３１日までは努力義務。（令和６年４月１日より義務化）

事業者は、事業所ごとに経理を区分しなければならない。また、介護
予防支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。

（１）事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備して
おかなければならない。

（２）介護予防支援の提供に関する次の諸記録を整備し、その完結の日か

ら２年間保存しなければならない。
①指定介護予防サービス事業者等との連絡調整に関する記録
②個々の利用者ごとに次の事項を記載した介護予防支援台帳

イ　介護予防サービス計画
ロ　アセスメントの結果の記録
ハ　サービス担当者会議等の記録
ニ　評価の結果の記録
ホ　モニタリング結果の記録

③利用者に関する市町村への通知に係る記録
④苦情の内容等の記録
⑤事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

※　介護予防・日常生活支援総合事業に関係する記録について

介護予防・日常生活支援総合事業は、市町村が実施する地域支援事業なので、介護予防・日常生活

 支援総合事業に関連する記録については、保存期間は、その完結の日から５年間保存する事とな

 る。
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   苦情処理
   （基準第２５条）

 
  事故発生時の対応
   （基準第２６条）

 
   会計の区分
 　 （基準第２７条）

 
   記録の整備
   （基準第２８条）



（１）指定介護予防支援は、利用者の介護予防（法第８条の２第２項に規定
する介護予防をいう。以下同じ。）に資するよう行われるとともに、
医療サービスと十分連携するよう配慮して行わなければならない。

（２）指定介護予防支援事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者
が生活機能の改善を実現するための適切なサービス得お選択できるよう、
目標志向型の介護予防サービス計画を策定しなければならない。

（３）指定介護予防支援事業者は、自らその提供する指定介護予防支援の質
の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。

利用者の課題分析から介護予防サービス計画の利用者への交付に掲げる
一連の業務については、基準第１条の２に掲げる基本方針を達成するため
に必要な業務であり、基本的にはこのプロセスに応じて進めなければなら
ないが、緊急的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に
行うことを前提とするのであれば、業務の順序について拘束しない。ただ
し、その場合でもそれぞれ位置づけられた個々の業務は、後になってもで
きるだけ速やかに実施し、その結果必要に応じて介護予防サービス計画を
見直すなど、適切に対応すること。

（１）管理者は、担当職員に介護予防サービス計画の作成業務を担当させ
るものとする。

（２）指定介護予防支援の提供に当たっては、サービスの提供方法等を懇切
丁寧に利用者又はその家族に理解しやすいよう説明する。

（３）担当職員は、利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、
利用者の心身状況等に応じ継続的かつ計画的にサービスの利用が行
われるように努める。

（４）担当職員は、介護給付等対象サービス以外の保健医療サービス又は
福祉サービス、当該地域の住民によるボランティア活動によるサービ
ス等の利用も含めて、介護予防サービス計画上に位置付けるよう努め
る。

（５）担当職員は、利用者によるサービスの選択に資するよう、指定介護
予防サービス事業者等に関する情報を適正に利用者やその家族に対し
て提供する。

※　利用者から介護予防サービス計画案の作成にあたって複数の
指定介護予防サービス事業者等の紹介の求めがあった場合等に
は誠実に対応する。

※　集合住宅等において、特定の指定介護予防サービス事業者の
サービスを利用することを、選択の機会を与えることなく入居
条件とするようなことはあってはならないが、介護予防サービ
ス計画についても、利用者の意思に反して、集合住宅と同一敷
地内等の指定介護予防サービス事業所のみを介護予防サービス
計画に位置付けるようなことはあってはならない。

（６）担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、適切な方法
により、利用者について、その有している生活機能や健康状態、その
置かれている環境等を把握した上で、次に掲げる各領域ごとに利用者
の日常生活の状況を把握し、利用者及び家族の意欲及び意向を踏まえ
て、生活機能の低下の原因を含む利用者が抱える問題点を明らかにす
るとともに、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が自立した
日常生活を営むことができるように支援すべき総合的な課題を把握
しなければならない。
　　イ　運動機能及び移動

ロ　家庭生活を含む日常生活
ハ　社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション
ニ　健康管理

（７）担当職員は、アセスメントに当たっては、利用者が入院中など物理
的な理由がある場合を除き必ず利用者の居宅を訪問し、利用者及び家
族に面接して行わなければならない。この場合、面接の趣旨を利用者
及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければならない。

（８）担当職員は、利用者の希望及びアセスメントの結果に基づき、利用
者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用者及びそ
の家族の意向、それらを踏まえた具体的な目標、その目標を達成する
ための支援の留意点、本人、介護予防サービス事業者、自発的な活動
によるサービスを提供する者等が目標を達成するために行うべき支援
内容並びにその期間等を記載した介護予防サービス計画の原案を作成
しなければならない。

また、計画原案には、目標についての支援のポイント、当該ポイ
ントを踏まえ、具体的に本人等のセルフケア、家族、インフォーマル
サービス、介護保険サービス等により行われる支援の内容、これらの
支援を行う期間等を明確に盛り込み、当該達成時期には介護予防サー
ビス計画及び各指定介護予防サービス等の評価を行い得るようにする
ことが重要である。
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 指定介護予防支援
 の具体的取扱方針

 （基準第３０条）

  指定介護予防支援
  の基本的取扱方針
 　 （基準第２９条）



（９）担当職員はサービス担当者会議（担当職員が介護予防サービス計画の
作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、介護予防
サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者
（以下この状において「担当者」という。）を招集して行う会議
（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、
利用者又はその家族（以下「利用者等」という。）が参加する場合に
あっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得
なければならない。）をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の
状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該指定介護予防
サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地から
の意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合に
ついては、担当者に対する照会等により意見を求めることができる。

（10）担当職員は、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予
防サービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上
で、当該介護予防サービス計画の原案の内容について利用者又はその
家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得る。

（11）担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、遅滞なく当

該介護予防サービス計画を利用者及び担当者に交付する。(※)

※　担当者に対して交付する際には、当該計画の趣旨、及び内容
等について十分に説明し、各担当者との共有、連携を図った上
で、各担当者が自ら提供する介護予防サービス等の当該計画に

おける位置づけを理解できるように配慮する必要がある。

（12）担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サー

ビス事業者等に対して、介護予防訪問看護計画書等指定介護予防サー

ビス等基準において位置付けられている計画の提出を求める。
※　なお、担当職員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を

図ることが重要であることから、居宅サービス計画と個別サー
ビス計画の連動性や整合性の確認については、介護予防サービ
ス計画を担当者に交付したときに限らず、必要に応じて行うこ
とが望ましい。

さらに、サービス担当者会議の前に介護予防サービス計画の
原案を担当者に提供し、サービス担当者会議に個別サービス計
画案の提出を求め、サービス担当者会議において情報の共有や
調整を図るなどの手法も有効。

（13）担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サ
ービス計画に基づき、介護予防訪問看護計画等指定介護予防サービス
等基準において位置づけられている計画の作成を指導するとともに、
サービスの提供状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも１月
に１回、聴取する。

（14）担当職員は、介護予防サービス計画の作成後、介護予防サービス計
画の実施状況の把握(モニタリング)を行い、利用者の有する生活機能
の状況や課題の変化が認められる場合等、必要に応じて介護予防サー
ビス計画の変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他
の便宜の提供を行う。

（14の2）担当職員は、介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の
提供を受けたとき、その他必要と認めるときには、利用者の服薬状
況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち
必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科
医師又は薬剤師に提供するものとする。

（15）担当職員は介護予防サービス計画に位置づけた期間が終了するとき
は当該計画の目標の達成状況について評価しなければならない。

（16）担当職員はモニタリングに当たっては、利用者及びその家族、主治
の医師、指定介護予防サ-ビス事業者等との連絡を継続的に行うことと
し、特段の事情※がない限り、次に定めるところにより行わなければ
ならない。

イ 少なくとも3月に1回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接す
ること

口 利用者の居宅を訪問しない月においては、電話等により利用者
との連絡を実施すること 

ハ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録すること
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（17）担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開
催により、介護予防サービス計画の変更の必要性について、担当者か
ら、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得
ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を
求めることができる。

イ　要支援認定を受けている利用者が要支援更新認定を受けた場合
ロ　要支援認定を受けている利用者が要支援状態区分の変更の認定

を受けた場合
※　やむを得ない理由…開催の日程調整を行ったがサービス担当者

の事由により参加が得られなかった場合や、介護予防サービス
計画の変更であって、利用者の状態に大きな変化がみられない
等における軽微な変更の場合等が想定される。

（18）介護予防サービス計画を変更するときは、上記（3）から（13）まで
に規定された一連の業務を行うことが必要である。

なお、利用者の希望による軽微な変更(例:サービス提供日時の変更
で、担当職員が一連の業務を行う必要性がないと判断したもの)を行
う場合は必要ない。なお、この場合においても、利用者の有する生活
機能の状況や一課題の変化に留意することが重要である。

（19）担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ
効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常
生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施
設への入院又は入所を希望する場合には、主治医に意見を求める等を
して介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行う。

（20）担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要支援
者等から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行でき
るよう、あらかじめ介護予防サービス計画作成等の援助を行う。

（21）担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリテ
ーション等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場
合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めなければなら
ない。この場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作成
した際には、当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交付しなけ
ればならない。

（22）担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、介護予防
通所リハビリテーション等の医療サービスを位置付ける場合にあって
は、当該医療サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこ
れを行い、医療サービス以外の指定介護予防サービスを位置付ける場
合にあっては、当該介護予防サービス等に係る主治の医師の医学的観
点からの留意事項が示されているときは、当該留意点を尊重して行う。

（23）担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護又は、
介護予防短期入所療養介護を位置付ける場合、利用者の居宅における
自立した日常生活の維持に十分留意し、心身の状況等を勘案して特に
必要な場合を除き、介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所
療養介護を利用する日数が要支援認定等の有効期間のおおむね半数を
超えないようにしなければならない。

（24）担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位置付
ける場合、サービス担当者会議を開催してその利用の妥当性を検討し、
当該計画に介護予防福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、
必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、継続して貸与を受け
る必要性について検証した上で、その必要性がある場合には理由を介
護予防サービス計画に記載しなければならない。

※　利用者の介護予防サービス計画に位置づける場合には、「厚生
労働大臣が定める基準に適合する利用者等」(平成27年厚生省告
示第94号)に定める状態像の者であることを確認するため、「要
介護認定等基準時間の推計の方法」(平成12年厚生省告示第91号)
の調査票について必要な部分(実施日時、調査対象者等の時点の
確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該利用
者の状態像の確認が必要な部分)の写しを市町村から入手し、介
護予防特定福祉用具貸与事業者へ送付しなければならない。

（25）担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防特定福祉用具販売を位
置づける場合、サービス担当者会議を開催してその利用の妥当性を検討
し、当該計画に介護予防特定福祉用具販売が必要な理由を記載する。
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（26）担当職員は、利用者が提示する被保険者証に認定審査会意見または介
護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービスの種類について
の記載がある場合、利用者に介護予防サービスの種類について変更の
申請ができることを含めた記載の趣旨を説明し、理解を得た上で、そ
の内容に沿った介護予防サービス計画を作成する。

（27）担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受けた場
合には、指定居宅支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供す
る等の連携を図る。

（28）指定介護予防支援事業者は、地域ケア会議から、会議において検討を
行うための資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求め
があった場合には、これに協力するよう努めなければならない。

介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限に発揮できる
よう次に掲げる事項に留意しなければならない。

（１）単に運動機能や栄養状態、ロ腔機能といった特定の機能の改善だけを
目指すものではなく、これらの機能の改善や環境の調整などを通じて、
利用者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援することによっ
て生活の質の向上を目指すこと。

（２）利用者による主体的な取組を支援し、常に利用者の生活機能の向上に
対する意欲を高めるよう支援すること。

（３）具体的な日常生活における行為について、利用者の状態の特性を踏ま
えた目標を、期間を定めて設定し、利用者、サービス提供者等ととも
に目標を共有すること。

（４）利用者の自立を最大限に引き出す支援を行うことを基本とし、利用者
のできる行為は可能な限り本人が行うよう配慮すること。

（５）サービス担当者会議等を通じて、多くの種類の専門職の連携により、
地域における様々な予防給付の対象となるサービス以外の保健医療サ
ービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動による
サービス等の利用も含めて、介護予防に資する取組を積極的に活用す
ること。

（６）地域支援事業及び介護給付と連続性及び一貫性を持った支援を行うよ
う配慮すること。

（７）介護予防サービス計画の策定に当たっては、利用者の個別性を重視し
た効果的なものとすること。

（８）機能の改善の後についてもその状態の維持への支援に努めること。

（１）指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、
作成、保存その他これらに類するもののうち、この省令の規定において
書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そのほかの文字、
図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他
の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されてい
る又は想定されるものについては書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録
（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな
い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される
ものをいう。）により行うことができる。

（２）指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、交付、
説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）
のうち、この省令の規定において書面で行うことが規定されている又は想定
されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、
電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識すること
ができない方法をいう。）によることができる。

1 1

 
  指定介護予防支援
  の具体的取扱方針

 （基準第３０条）

　　　【つづき】

電磁的記録等
（基準第３３条）

 
   介護予防支援の
   提供にあたって
   の留意点
   （基準第３１条）



２　指定の更新・変更・再開・休止・廃止

指定の更新

第５８条第１項本文の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過に
によって、その効力を失う。

（法第１１５条の３１）

指定の変更・再開

指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚生労働省で定める事項に変更があったとき、
又は休止した当該指定介護予防支援の事業を再開したときは、１０日以内に、その旨を

市町村長に届け出なければならない。

（法第１１５条の２５第１項）

事業者の名称 運営規程（事業所の名称を記載している場合）
事業者の所在地 付表、平面図、運営規程（事業所の所在地を記載している場合）

建築基準法及び消防法の検査済証等

主たる事務所の所在地 定款、登記事項証明書

代表者の氏名、生年月日 誓約書、役員名簿、登記事項証明書又は理事会等の議事録

及び住所

定款・寄附行為及びその 定款、登記事項証明書

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するもの）

事業者の平面図 平面図、写真（変更箇所）、建築基準法及び消防法の検査済証等

事業者の管理者の氏名、生年 勤務表(変更月のもの)、管理者経歴書、誓約書、役員名簿（管理

月日、住所及び経歴 者のみ）

運営規程 運営規程（変更箇所が分かるようにすること）

役員の氏名、生年月日及び 誓約書、役員名簿(新規就任者のみで可)、登記事項証明書又は

住所 理事会等の事録

介護支援専門員等の氏名 付表、当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧、新規の介護

及びその登録番号 支援専門員等の資格証(介護支援専門員の場合は有効期限のわかる

もの)、勤務表(変更月のもの)

※　変更する事項の内容によって、その他の添付資料の提出を求める場合がある。
※　別途、地域包括支援センターの変更届の提出が必要となる場合がある。

指定の廃止・休止

事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の１月前までにそ
の旨を市町村長に届け出なければならない。

（法第１１５条の２５第２項）
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３　介護報酬

(１)　介護予防支援費

①　介護予防支援費　　　４３８単位／月
②　介護予防支援費を算定しない取扱い
　 ※　利用者が月を通じて介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅

介護（短期利用介護予防居宅介護費を算定する場合を除く。）、介護予防認知症対応型

共同生活介護（介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合を除く。）

を受けている場合は、介護予防支援費は算定しない。

(２)　加算

  初回加算 ① 新規作成の場合 １月につき
② 要介護者が要支援認定を受けた場合 ３００単位

【Ｑ＆Ａ（Ｈ18.3.27）問９】

（問） 利用者が要介護者から要支援者に変更となった事例について、従前、ケアプランを

作成していた居宅介護支援事業所が、地域包括支援センターから委託を受けて、新規

に介護予防サービス計画を作成する場合、初回加算は算定できるのか。

（答） 初回加算については、介護予防サービス計画を新たに作成するにあたり、新たなア
セスメント等を要する事を評価したものであり、お尋ねの事例については、算定可能
である。

なお、この考え方については、居宅介護支援費に係る初回加算についても共通であ
る。

【Ｑ＆Ａ（Ｈ18.3.27）問１０】

（問） 介護予防支援業務を委託している居宅介護予防支援事業者が変更になった場合につ

いても、初回加算を算定することができるのか。また、転居等により介護予防支援事

業所が変更となった場合はどうか。

（答） 前者のケースについては、委託された居宅介護支援事業所は変更になっても、当該
介護予防支援事業としては初めて当該利用者を担当するわけではないので、初回加算
を算定する事はできない。

また、後者のように、転居等により介護予防支援事業所が変更となった場合につい
ては、介護予防支援事業所としては初めて当該利用者を担当するわけなので、初回加
算を算定することが可能である。

【Ｑ＆Ａ（Ｈ21.3.23）問６２】

（問） 初回加算において、新規に居宅サービス計画を作成する場合の「新規」の考え方に

ついて示されたい。

（答） 契約の有無に関わらず、当該利用者について、過去２月以上、当該居宅介護支援事
業所において居宅介護支援を提供しておらず、居宅介護支援が算定されていない場合
に当該利用者に対して居宅サービス計画を作成した場合を指す。なお、介護予防支援
における初回加算についても、同様の扱いとする。
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委託連携加算 １月につき３００単位

４　利用者負担

原則無料
※　償還払いの場合であっても、原則として利用者の負担は生じない。

５　長期利用の介護予防リハビリテーションの適正化

《介護予防訪問リハビリテーション》
利用開始日の属する月から１２月を超えた場合、５単位/月の減算を行う。
※入院による中断があり、医師の指示の内容に変更がある場合は、新たに利用が開始されたものとする。
　本取扱いについては、令和３年４月から起算して１２月を超える場合から適用。

《介護予防通所リハビリテーション》
利用開始日の属する月から１２月を超えた場合、要支援１は２０単位/月の減算、要支援２は４０単位/月の
減算を行う。
※入院による中断があり、医師の指示の内容に変更がある場合は、新たに利用が開始されたものとする。
　本取扱いについては、令和３年４月から起算して１２月を超える場合から適用。
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介護予防支援事業所が居宅介護支援事業所委外部委託を行い
やすい環境の整備を進める観点から、介護予防支援事業所が
委託する個々のケアプランについて、委託時における居宅介
護支援事業者との適切な情報連携等を評価する。
利用者一人につき指定居宅介護予防支援を指定居宅介護支援
事業所に委託する初回に限り、所定単位数を算定する。

※当該加算を算定した際には、介護予防支援事業所に対し
て、当該加算を勘案した委託費の設定等を行うよう求める。



Ⅵ　運営指導で指摘があった事項（介護予防支援）

＜指定介護予防支援＞

○　身分を証する書類の携行

・ 指定介護予防支援事業所は、初回時、利用者又は家族から求められた場合は提示しなければな

らないようになっているが、携行されていない。

○　秘密の保持

・ 指定介護予防支援事業所は、担当職員その他の従業員であったものが、正当な理由なく、利用者

又は家族の秘密を漏らしてはならないとなっているが、嘱託職員等について雇用契約時におい

て、秘密保持の誓約書を取っていない。

○　介護予防支援の具体的取扱方針

・ 運営規程については、変更があった際には、変更届を提出すること。

・ 運営規程の概要や職員の勤務体制等、利用者のサービスの選択に資する重要事項の掲示がない。

・ 計画されているサービス内容にて、アセスメントからその必要性等が明確でないものがある。
・ 介護度が変更された際に再アセスメントが行われず、前回の計画書から変更されていないものが
ある。

・ サービス事業者から、サービスの実施状況、サービス実施の効果等について毎月の報告を聴取し
ていないものがある。

・ 介護予防福祉用具貸与や介護予防福祉用具販売を位置づける計画書内に、その妥当性及び必要性
が明確でないものが散見される。

・ 介護予防サービス計画書に係る利用者の同意が家族のみで利用者の同意のないものが見受けられ
る。また、交付についての記録がなく、確認が取れない。

・ 介護予防サービス提供事業所から提出された個別サービス計画書（介護予防通所介護計画書等）
と介護予防サービス計画書の整合性がないものがある。

・ 介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業者からの介護予防個別計画書の提
出が確認できない。

・ 医療サービスを計画に位置付ける際、主治医等の指示が確認できないものがある。
・ サービス担当者会議に主治医の参加がない場合の意見照会が行われていない。
・ 設定された目標に個別性・具体性がないものがある。
・ 評価において、目標が達成しない原因が適切に記載されておらず十分な分析が行われていないも
のがある。

・ モニタリングの記載が、利用者の心身の状態把握のみに留まった記録が多い。また、実施場所や
実施方法(訪問、電話等)が明確に記載されていないものがある。
支援経過記録内にモニタリングを行った記録が確認できないものがある。
支援経過記録にモニタリングに関する記載や介護予防サービス事業所から聴取された利用者の状
態等に関する記載がみられないものがある。

・ 委託先で作成されたプランの原案確認及び評価確認において、適切に行われていないものがある。
また、原案確認されているものであっても、利用者同意後となっているものもある。

・ 委託した介護予防サービス計画が適切に行われていないものがある。
・ 介護予防通所リハビリテーション等において運動器機能向上加算を算定している利用者が、介護
予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーションからの事後アセスメント受領後の介護予防
マネジメントにおいて必要性が十分に検討されないままにその後の算定が行われているものがある。

・ 暫定利用における介護予防サービス計画作成の一連の事務において、サービス担当者会議が開催
されていないものがある。
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介護予防ケアマネジメントについて

8 1
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※
提
供
事
業
所
に
個
別
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
提
出
を
求
め
る
。

※
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
①
少
な
く
と
も
３
月
に
１
回
は
居
宅
を
訪
問
し
面
接
す
る

こ
と
、
②
訪
問
し
な
い
月
で
も
可
能
な
限
り
サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
所
を
訪
問
し

て
面
接
す
る
よ
う
努
め
、
面
接
で
き
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
電
話
等
に
よ
り
連

絡
を
実
施
、
③
少
な
く
と
も
１
月
１
回
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
を
記
録
す
る
こ
と
。

☆
介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
は
、
介
護
予

防
の
目
的
で
あ
る
「
高
齢
者
が
要
介
護
状
態
に
な

る
こ
と
を
で
き
る
限
り
防
ぐ

(
遅
ら
せ
る

)
」
「
要

支
援
・
要
介
護
状
態
に
な
っ
て
も
そ
の
悪
化
を
で

き
る
限
り
防
ぐ
」
た
め
に
、
高
齢
者
自
身
が
地
域

に
お
け
る
自
立
し
た
日
常
生
活
を
送
れ
る
よ
う
支

援
す
る
も
の
で
あ
り
、
従
来
か
ら
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
プ
ロ
セ
ス
に
基
づ
く
も
の
で
す
。

☆
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
総
合
事
業
に
お
け
る

介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
は
、
適

切
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
実
施
に
よ
り
、
利
用
者
の

状
況
を
踏
ま
え
た
目
標
を
設
定
し
、
利
用
者
本
人

が
そ
れ
を
理
解
し
た
う
え
で
、
そ
の
達
成
の
た
め

に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
主
体
的
に
利
用
し
て
、
目

標
の
達
成
に
取
り
組
ん
で
い
け
る
よ
う
、
具
体
的

に
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
利

用
に
つ
い
て
検
討
し
、
ケ
ア
プ
ラ
ン
を
作
成
し
て

い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

利
用
者
の
心
身
の
状
況
、
希
望
及
び
そ
の

置
か
れ
て
い
る
環
境
を
踏
ま
え
て
、
サ
ー

ビ
ス
提
供
事
業
所
の
目
標
、
当
該
目
標
を

達
成
す
る
た
め
の
具
体
的
な
サ
ー
ビ
ス
の

内
容
等
を
記
載
し
た
個
別
援
助
計
画
を
作

成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
計
画
書
が
既
に
作
成
さ
れ
て
い

る
場
合
は
、
そ
の
内
容
に
沿
っ
て
作
成
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

利
用
者
又
は
家
族
に
対
し
説
明
し
、
利
用
者
に
同

意
を
得
た
上
で
交
付
す
る
。

プ
ラ
ン
の
実
行

そ
れ
ぞ
れ
の
利
用
者
に
つ
い
て
、
個
別
援
助

計
画
に
沿
っ
た
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
状
況
及
び

目
標
達
成
状
況
の
記
録
を
行
う
。

毎
月
の
状
況
報
告

評
価
（
目
標
の
終
期
）

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
所

個
別
援
助
計
画
書
の
作
成

介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
計
画
書

原
案
作
成


